
 
 

令和 6 年 3 月 25 日 

国土交通省関東地方整備局 

利根川ダム統合管理事務所 

 

｢災害時における河川等災害応急復旧業務｣に関する協定を締結します 

～災害の応急復旧に必要な対策を円滑かつ迅速に行うために～ 

 

 利根川ダム統合管理事務所では「災害時における河川等災害応急復旧業務」に関する協定

について、ご協力頂ける会社延べ 26 社と協定を締結します。 

 

この協定は災害発生時において、被害の拡大防止や早期復旧を図るために必要な応急復旧業

務に関して、事前に協力して頂ける会社と協定を結ぶことで、災害時の円滑かつ迅速な体制を確

保するものです。 

 

○協定概要 

 １）協定範囲 ： 利根川ダム統合管理事務所管内 

 ２）協定区分 ： 一般土木等、機械設備、電気･通信設備、 

          業務（測量業務、地質調査業務、設計検討業務） 

 ３）協定期間 ： 令和 6 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日（3 年間） 

 ４）協定会社 ： 別紙の通り 

 

 

＜発表記者クラブ＞ 竹芝記者クラブ、神奈川建設記者会、刀水クラブ・テレビ記者会 

＜問い合わせ先＞ 

関東地方整備局 利根川ダム統合管理事務所 

電話：０２７－２５１－２２７１（代表） FAX：０２７－２５１－７２２９ 

総括保全対策官 鴨川 慎（かもがわ まこと）（内線：３０５） 

広域水管理課長 齊藤 光悦（さいとう こうえつ）（内線：３４１） 

 



「災害時における河川等災害応急復旧業務」に関する協定

協定会社（区分毎に五十音順）

１．一般土木等

①藤原ダム管理支所管内

須田建設株式会社

②相俣ダム管理支所管内

沼田土建株式会社

③薗原ダム管理支所管内

萬屋建設株式会社

④八ッ場ダム管理支所管内

池原工業株式会社、東光建設株式会社、都建設株式会社、

吉澤建設株式会社、渡辺建設株式会社

２．機械設備

株式会社ＩＨＩインフラ建設、佐藤鉄工株式会社

西田鉄工株式会社、日立造船株式会社、豊国工業株式会社

３．電気・通信設備

４．業　　務

区分１　測量調査業務

朝日航洋株式会社、アジア航測株式会社、

技研コンサル株式会社、国際航業株式会社、

株式会社ナカノアイシステム、株式会社パスコ

区分２　地質調査業務

株式会社建設技術研究所、技研コンサル株式会社

区分３　設計検討業務

株式会社建設技術研究所、日本工営株式会社

株式会社イートラスト、JESCO SUGAYA株式会社、株式会社丸電
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